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　以下の①から④は、記入例の番号と対応しています。

印刷済みの「調査対象事業」について確認してください。

印刷済みの「調査対象事業」に関して

ア  違うサービス業を行っているとき

イ 

ウ

　「調査対象事業」の年間売上額を記入してください。できるだけ、【消費税抜き】で

記入してください。

　決算等の理由により、この期間では記入できない場合、令和7年を最も多く含む

１年間で記入し、備考欄に対象とした期間を記入してください。年度も可。

　「年間売上額 a」の内訳として､「県内年間売上額 ｂ」､「県外年間売上額ｃ」､「海

外年間売上額 ｄ」を記入してください。

　また、「県内年間売上額 ｂ」については、さらに内訳として「さいたま市内売上額」

も記入してください。

　※　調査対象事業については、調査票裏面の産業分類表を御参照ください。

右横の欄に、その調査対象事業から海外年間
売上額までを記入してください。

調査対象事業

年間売上額

内訳額

…… 二重線を引いて記入訂正してください。

令和７年埼玉県サービス業県外売上額調査について

 調査の目的は？

 調査対象は?

 調査単位は?

事業所の内容

　日本標準産業分類のサービス業に該当する大分類 Ｇ・Ｋ・Ｌ・Ｒ(調査票裏面参照)に

含まれる事業所を対象としています。

　この調査は、県内のサービス業事業所の県内・県外売上額等を把握し、県が作成する

「埼玉県産業連関表」の基礎資料を得ることを目的としています。

　報告されました内容は、統計法第39条～第43条により秘密が保護されます。

　調査結果が産業連関表作成以外の目的で使用されることは決してありません。

　この調査は、事業所単位で行いますので、埼玉県内に複数の事業所がある場合でも、

他の事業所の金額は含めないでください。

　貴事業所で記入が困難な箇所については、本社等にお問い合わせの上、記入してくだ

さい。

記 入 要 領

……

　貴事業所に関して記入してください。記載されている内容に修正がある場合は、二重

線を引いて記入訂正をしてください。

　電話番号は忘れず記入してください。

印刷済みの事業以外にも他のサービス業
を行っているとき

印刷済みの事業を行っておらず、他の
サービス業も行っていないとき

0(又は該当なし)と記入し、郵送かインター
ネットで御提出ください。

……

①

②

③

④



事業者の所在地

　〒330-9301

事業所 総務御担当者　様 　さいたま市浦和区高砂3-15-1

　埼玉県 総務部統計課 経済分析担当

石川、數藤(すどう)、山中

☎ 048-830-2327 （直通）

埼玉県サービス業県外売上額調査への御協力について

‣ ‣

（株）コバトン埼玉統計データ活用センター　浦和事業所　さいたま事業所

〒330-9301　さいたま市浦和区高砂三丁目１５番１号

 以下の項目の金額は、できる限り消費税抜きで記入してください。

 年間売上額の状況…

‣

※　提出期限は、令和8年１1月２日(月)です。

      御協力ありがとうございました。 調査対象事業所CD 整理番号

  貴事業所で行っている事業のうち調査対象事業について、令和7年1月1日から令和7年12月31日の

売上額及びその内訳を、下表により記入してください。

12345G39A

消費税の扱い

備　　　　　　考

607  万円

埼玉県記入欄

1,519  万円

730  万円

911  万円

　令和７年４月～令和８年３月

3,037  万円
万円

万円

海外年間売上額
　　　　ｄ

調査対象事業

 ② インターネットによる回答

万円

万円

12345

情報処理サービス業

（令和7年埼玉県産業連関表作成基礎調査）

データエントリー業

　　　　　　　　　　　　　　　総務課　　コバトン　太郎 電話番号

（令和7年12月31日現在）

事業所の従業者数

整理

番号

  なお、決算等の理由によりこの期間では記入できない場合、備考欄に対象とした期間を記入ください。

次のいずれかを○で囲んでください。

１　消費税抜き　　　２　消費税込み

＊記載されている内容に修正がある場合は、二重線を引いて記入訂正をしてください。

＊記載されている内容に修正がある場合は、二重線を引いて記入訂正をしてください。

事業の内容 データエントリー業　

記入者の

所属・氏名

048　（　830　）2327

内線番号（　2321　　）

うち、さいたま市内
売上額

県内年間売上額
　　　　ｂ

県外年間売上額
　　　　ｃ

万円

年間売上額
　a=b+c+d

 埼玉県ホームページから調査票（Excelファイル）をダウンロードし、回答を御入力の上、埼玉県電子申請・届出サービ

スにより送付してください。　詳しくは、同封の「インターネットで提出できます！」を御覧ください。

 本票に回答を御記入の上、同封の返信用封筒に入れて送付してください。(郵送料無料)

※非常勤も含めます。

事業所名

事業所の

所在地

事業の内容

㊙　令和７年埼玉県サービス業県外売上額調査票

８　人

送付先
(問合せ先)

✉ a2300-15@pref.saitama.lg.jp

同封の調査依頼文で御依頼しますとおり、御多忙のところ誠に恐縮ですが、次のいずれかの方法で回答をお願いします。

回答に当たっては、同封の記入要領・記入例を御参照ください。

 ① 調査票（本票）による回答

提出期限 令和8年11月2日（月）

送付部数 １部

①

②

③

④

記 入 例

※ ②の調査対象事業について、 より

詳しい内容を記入してください。

※ 令和7年1月1日～令和7年12月31日の期間でない場合は記入

※ 調査対象事業について、 より詳しい内容を記入してください。


